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平成 31 年度 機構・定員等審査結果（概要） 
 

 

内閣人事局においては、８月末に各府省から提出のあった平成 31 年度機構・

定員要求について、平成 31年度人件費予算の配分の方針(注)等に基づいて審査を

行い、その結果をとりまとめました。 

（注）「平成 31 年度内閣の重要課題を推進するための体制整備及び人件費予算の配分の方針」（平成 30 年７月 10 日

内閣総理大臣決定）において、テロ対策、サイバー犯罪・サイバー攻撃対策、治安・海上保安の基盤強化、Ｃ

ＩＱの体制整備、外交実施体制の整備、東日本大震災からの復興への対応等を体制整備の重点分野として位置

づけている。 

 

１ 機構 ※名称は仮称 

 既存機構の廃止・再編を行いつつ、以下のように必要な体制を整備。 
 

（１）新たな組織の設置 

【宮内庁】 

天皇陛下の御退位及び皇太子殿下の御即位に伴う体制整備 

   ・上皇職及び皇嗣職の新設 

【カジノ管理委員会】 

カジノ事業の健全な運営の確保 

   ・カジノ管理委員会・同事務局の新設 

【法務省】 

新たな外国人材の受入れ等のための体制整備 

   ・出入国在留管理庁の新設 

 

（２）その他主なもの 

【各府省】 

公文書管理・情報公開の適正の確保 

   ・各府省に公文書監理官を新設 

【警察庁】 

災害等の緊急事態への対処体制の強化 

   ・警備局警備運用部の新設 

【外務省】 

外交実施体制の整備による総合的外交力の向上 

   ・バヌアツ大使館の新設 

【観光庁】 

訪日外国人旅行者の受入促進等のための体制整備 

   ・国際観光部の新設  
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２ 定員 

○ 平成 31 年度の定員については、「平成 31 年度人件費予算の配分の方針」に基づき、

内閣の重要政策に係るものに重点的に増員を措置し、必要な体制を整備。 

○ 特に、訪日外国人旅行者 4,000 万人の達成に向けたＣＩＱの体制、尖閣領海警備を

はじめとする海上保安の体制については、中期的な方針の下、967 人を優先的に措置。 

 ＣＩＱ（訪日外国人対応）の体制整備（財務省(税関)、法務省(入国管理)、厚労省・農水省(検疫)）…664 人 

 海上保安の基盤強化（海上保安庁）…303 人 

○ その他の分野については、前掲の方針に基づき、全体として増員を抑制しつつ、メ

リハリある措置を行い、前掲のＣＩＱ等を含め、全体で 3,690 人の増員を措置。 

※ これに加えて、地震や豪雨災害からの復旧などの臨時的な課題に対応するための時限増員（516 人）を措置 

＜その他の主な増員措置の内容＞ （数字は時限増員を含む。） 
 テロ対策、サイバー犯罪・サイバー攻撃対策、治安、海上保安（再掲）の基盤強化 …921 人 

 ＣＩＱ（訪日外国人対応）の体制整備（再掲） …664 人 

 新たな在留資格による外国人材の受入れ（出入国在留管理庁設置関連） …289 人(ほか振替 30 人) 

 外交実施体制の整備 …114 人  カジノ管理委員会の新設に伴う体制整備 …95 人 

 天皇陛下の御退位及び皇太子殿下の御即位に伴う体制整備（警備体制を含む） …75 人 

 公文書管理・情報公開の適正の確保 …33 人  その他内閣の重要政策に係るもの…1,901 人

○ 一方、行政のＩＣＴ化、民間能力の活用等の業務改革の推進等により、▲5,559 人の

定員を合理化。 

【審査結果（全体）】 

 平成 31 年度 

当初要求 

平成 31 年度 

審査結果 

 （参考） 

平成 30 年度実績 

増 員 7,205人 5,486人  5,166人 

 新規増員 5,409人 3,690人  3,268人 

 
業務改革による
再配置(注 1) 1,796人 1,796人  1,898人 

減 員 ▲5,436人 ▲5,559人  ▲5,602人 

差 引（時限増員除く） 1,769人 ▲73人  ▲436人 

  （注１）各府省が業務改革の取組により合理化した定員を、業務量が増大した部門に再配置するもの。 
  （注２）以上のほか、時限増員として、516 人（平成 30 年度は 613 人）を措置。 
  （注３）平成 30 年度実績には、年度途中の緊急増員 10人（公文書管理関係）を含む。 

○ このほか、国家公務員の高齢職員の活躍の場の拡大及びワークライフバランス推進

のための取組として、各府省に別途 178 人の定員を措置。また、障害者雇用の推進の

ための取組として、各府省に別途 807 人（平成 30 年度は緊急増員として 380 人）の定

員を措置。 

 

上記の機構・定員審査により新設された官職については、その職責に応じて級格付。

また、既存官職については、1,589 の級の切上げ、3,315 の級の切下げ。 






